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地域再生推進法人

「自ら学び自ら考える力の育成」
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市民の理解・協力

都留市 学びのみらいづくり事業

関係人口の増加移住・定住の促進

「生涯活躍のまち・つる」の実現

探究的思考力・
学習意欲育成の
側方支援

・子供の学びの場
・教育人材育成の
場

次世代を担う若者の輩出
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太枠ブルー系がこの事業の主軸となる考え

細枠イエロー系はブルー系を行うことで期待される波及効果

○探究型学習塾検討の経緯と事業化（R3）

・豊田通商プロボノメンバーとの協働により探究型学習塾創設のためのプロジェクトを立ち上げ、来年度以降の事

業について協議を実施

・協議を通じて、本市が長期総合計画や教育基本計画、都留文科大学との連携等、本市の強みである「教

育」を活かし、都留市の子供たちの教育支援施策として都留市ならではの探究型学習塾を開設することを決定

⇒ R3.12 プロボノ活動のため成果について庁内プレゼンテーションを実施開催

→ 「学びのみらいづくり事業」として事業化を決定

▶事業の展開イメージ



○探究型学習塾実施における企業版ふるさと納税の活用・予算化等（R3）

Ｒ4. 1 ニコン日総プライム（ＮＮＰ）より企業版ふるさと納税（人材派遣型）の打診

⇒本制度による派遣人材が主体となって「学びのみらいづくり事業」を検討することに

Ｒ4. 3 都留市・ＮＮＰ、および都留市とNNPの仲介を担った一般社団法人つながる地

域づくり研究所による、３者での包括連携協定を締結

Ｒ4. 3 地方創生推進交付金 内示

・交付金概要（5年間）
▶都留市探究型学習塾・市民大学×デジ
タル人材育成を通じた地域課題解決人材
育成事業（期間：企業版ふるさと納税のイ
ンセンティブ活用により、5年間（2022～
2026）で、探究型学習塾の実施主体であ
る法人の設立、事業プログラムの構築、法人
における学びのプレイヤーの育成などを実施し、
本市の長期総合計画における教育分野の
充実化を図ることを目的として申請し採択。
（その他、市民大学や生涯学習環境にお
けるデジタル人材の育成に係る経費も計
上・・・交付対象事業費5年間計：

114,975千円）

R3.12 プロボノ活動のため成果について庁内プレゼンテーションを実施開催

→ 「学びのみらいづくり事業」として事業化

▶予算概要
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Ｒ4. 4 ニコン日総プライムより企業版ふるさと納税制度を利用して石井参与が着任

・学びのみらいづくりタスクフォースを設立（庁内調整）

・事業主体の法人化にあたって、理事候補選出及び打診を実施（～6月）

Ｒ4. 7 全理事就任承諾（Ｒ4. 8 機関決定、庁内WGでの現状報告）

○今後の動き

R4年度は各種イベントやフォーラムなどを試行的に行い、探究型学習塾のプログラムを検討していく。

R5年度以降は、探究型学習塾を定期開催し実装に向けて事業を推進していく。

○探究型学習塾実施における経緯（R4）

都留市

企画課

学びのみらい
づくり事業

一般社団法人
都留まなびの未来づくり推進機構

委託費

・理事、社員
・従業員(地域おこし協力隊)
・(派遣従業員、パート)講師派遣依頼

事業支援依頼

・塾の運営

・ゼミ等の開催・運営

講師派遣
事業支援

外部講師

参加者
・個人
・法人

募集

受講費

スポンサー
利害関
係

講師派遣
事業支援

謝金

同業者
または

関連の法人
や学校等

協業

外部企業

業務
委託

役務の
提供

関係各課

※ 機構内で賄えない業務はアウトソーシングする

※

※ ※

※

▶法人とその他関係部局の連携イメージ
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⇒R４.9月15日 一般社団法人「都留まなびの未来づくり推進機構」（地域再生推進法人）設立



○今後の事業展開（R4～R7の動き）
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